
想定最大規模洪水を踏まえた浸水時においても災害対応を継続するための庁舎等施設の改修検討
（自家発電装置等の耐水化など）

40

取組No 大和川 ４５ 紀の川 ４５ 熊野川 - 木津川 11

取組機関 日立市 連携機関 なし

◎日立市庁舎安全対策計画

本計画は、水害時における市役所本庁舎（以下「庁舎」という。）機能の継続を図るため、令和5年台風第13号に伴う

線状降水帯による豪雨災害を教訓とし、庁舎の浸水対策の現状と課題、国のガイドラインや流域治水の考え方などを

踏まえ、庁舎安全対策の基本理念及び浸水対策の在り方を定めるものです。

計画の期間：令和6年9月から令和9年3月までのおおむね3か年

計画の目標：国が定める1時間当たり153ミリメートルの国内最大級の豪雨による浸水リスクに加え、今後の気候変

動を考慮して10％割り増した168ミリメートルの降雨に対しても、庁舎機能を継続することを目標とし

ます。

庁舎安全対策の体系

１ 河川の溢水対策

2 庁舎外周の止水壁等整備

3 電源設備の復旧位置の検討

4 庁舎地下階の止水化対策

5 庁舎業務継続計画（浸水対策編）の策定方針

【出典】日立市HP 日立市庁舎安全対策計画 https://www.city.hitachi.lg.jp/shisei/johokokai/1011957/1014068.html



◎取組概要

取組No 大和川 ４６ 紀の川 ４６ 熊野川 - 木津川 -

取組機関 中部地方整備局 連携機関 浜松商工会議所
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想定最大規模洪水を踏まえた施設浸水を想定したBCPの検討

【出典】中部地方整備局館内｜流域治水プロジェクト（令和4年2月）
https://www.cbr.mlit.go.jp/ryuiki_chisui/data/zireisyuu_202202.pdf



取組No 大和川 ４７ 紀の川 ４７ 熊野川 ３７ 木津川 ４２

取組機関 関東地方整備局 京浜河川事務所 連携機関 なし
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重要水防箇所の情報共有と関係市町等との共同点検の実施

【出典】京浜河川事務所｜R5.6.5-R5.6.16実施 多摩川・鶴見川・相模川共同点検の概要
https://www.cbr.mlit.go.jp/ryuiki_chisui/data/zireisyuu_202202.pdf



◎取組概要

取組No 大和川 ５２ 紀の川 ４８ 熊野川 ４２ 木津川 １１

取組機関
三重県亀山市
京都府木津川市

連携機関
国土交通省、京都府
（取組機関・京都府木津川市）
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排水施設等の検討・整備

・近年、ゲリラ豪雨の多発化や台風の巨大化により、浸水被
害のリスクが増大している。この状況を受け、都市下水路の
底張りコンクリート施工を実施し、水位警報機の動作確認
などの防災訓練を住民と協力して行うなど、浸水対策に力
を入れている。

【出典】国土交通省＿流域治水優良事例集 https://www.mlit.go.jp/river/pamphlet_jirei/kasen/gaiyou/panf/sesaku/index.html

・淀川流域治水プロジェクトに既設排水ポンプ施設の機能
増強を位置づけ、緊急自然災害防止対策事業債を活用し、
整備を推進している。



◎取組概要
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排水設備の耐水化の強化

・被害対象を減少させるための対策として、「止水板等設置工事費補助制度」を創設した。市街化区域内にて浸水実績及
び氾濫解析により浸水被害の恐れのある建物に止水板等を設置する市民に対し補助金を交付することで、浸水被害の
防止又は軽減を図っている。

【出典】国土交通省＿流域治水優良事例集 https://www.mlit.go.jp/river/pamphlet_jirei/kasen/gaiyou/panf/sesaku/index.html

取組No 大和川 ５３ 紀の川 ４９ 熊野川 - 木津川 １１

取組機関 愛知県岡崎市 連携機関 （住民）



排水設備の耐水化の強化

◎取組概要
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・令和４年度より、浸水常襲地域である惣持寺地区において地下調整池（計画貯水量16,500㎥）を整
備を開始し、R６年度に竣工した。
（平成２９年１０月台風２９号 惣持寺地区浸水実績）→浸水面積約30,000㎡、床上浸水11棟、床下
浸水14棟。

・雨水幹線の排水系統の切替工事をR6年度より実施。
排水区を二つに分けることで浸水の解消を図ります。（R６年度より実施、R7年度完了予定。）

・惣持寺地区調整地については、竣工時に地元住民・町内小学生や他府県からの学生の見学会等も実
施し、浸水対策事業についての周知の場を設けた。

取組No 大和川 ５３ 紀の川 ４９ 熊野川 - 木津川 １１

取組機関 三郷町 連携機関 なし



◎取組概要

取組No 大和川
54-1・
54-2

紀の川
50-1・
50-2

熊野川 - 木津川 -

取組機関 国土交通省 連携機関 なし
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大規模工場等への浸水リスクの説明
大規模工場等への水害対策等の啓発活動

大規模工場や民間企業等に対して、
浸水リスク等の説明会を実施している。

【出典】右図 河川対策、流域対策、ソフト対策の共有と検討について
https://www.ktr.mlit.go.jp/ktr_content/content/000784865.pdf

左図 企業防災セミナー 水災害時における企業の自衛水防促進に向けて
https://www.ktr.mlit.go.jp/ktr_content/content/000101154.pdf



◎取組概要

取組No 大和川 ５５ 紀の川 ５１ 熊野川 - 木津川 ４６

取組機関 岐阜県輪之内町 連携機関 国土交通省
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浸水被害軽減地区の検討

「浸水被害軽減地区」とは洪水浸水想定区域内で、浸水の拡大を抑制する効果があると認められる輪中提の盛土構造物、
自然堤防等を水防管理者が指定し保全を図るものである。浸水被害軽減地区として指定し、浸水被害を軽減する盛土
を説明する看板を設置している。

【出典】国土交通省＿流域治水優良事例集 https://www.mlit.go.jp/river/pamphlet_jirei/kasen/gaiyou/panf/sesaku/index.html



◎取組概要

取組No 大和川 ５６ 紀の川 ５２ 熊野川 - 木津川 ４７

取組機関 福岡県久留米市 連携機関 国土交通省、福岡県
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適切な土地利用の促進、周知

・福岡県久留米市では、令和３年９月
に都市再生特別措置法に基づく立地
適正化計画を改正し、防災指針を位置
付けた。頻発する水災害に対し、防災・
減災対策の取組方針及び地域ごとの
課題に即した取組を定めている。居住
誘導区域内は地域別のリスク傾向を
図上で表現している。

【出典】国土交通省＿流域治水優良事例集 https://www.mlit.go.jp/river/pamphlet_jirei/kasen/gaiyou/panf/sesaku/index.html



◎取組概要

防災教育メニュー
・紀伊半島大水害の被災箇所等について
・過去の災害歴史学習
・避難所開設体験（段ボールベッド・トイレの組立）
・ハザードマップを活用した学習
・マイタイムラインの作成 など

小学校における防災教育の様子

感想等
パワーポイントで実際に写真や資料を見ることやクイズ形式

で参加してもらうことで、難しい言葉で説明するよりも伝え
たいポイントや災害の様子がイメージしやすかったものと思
われる。
また、ハザードマップを初めて見る子どもたちも多いため、

自宅や学校、避難所を結ぶ経路にどのような危険箇所があ
るか学んでもらうことができた。

パワーポイントを使った説明 ハザードマップの確認

小中学校や地域を対象とした災害教育の実施

49

取組No 大和川 ２９ 紀の川 ５３ 熊野川 ２９ 木津川 ２２

取組機関 五條市 連携機関 なし

防災教育実施状況
令和２年度 １校
令和３年度 ２校
令和４年度 ３校
令和５年度 ３校
令和6年度 6校
※R7.2.5 時点

五條市では小学生を対象に災害対策には「自助」「共助」「公
助」の３つあることを伝え、その中でも「自助」の自分たちの身
は自分で守ること、「共助」の困ったときはみんなで助け合う
ことの大切さを説明、避難施設の確認などの防災教育を実施



小中学校や地域を対象とした災害教育の実施

◎取組概要
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市内小中学校の教職員を対象とした学校危機管理（気象災害への対応）
に関する研修の実施

〇日 時： 令和６年８月８日
〇主 催： 香芝市危機管理課、学校支援室
〇参 加 者：市内14小中学校教職員（校長・教頭）
〇講 師：奈良地方気象台

研修の目的
教職員が、各小中学校の地域特性に応じて、危険箇所の把握や休校判断などができるようになることを目指し、児童・
生徒の安全な登下校を確保するため、市防災担当課と学校担当課が合同で防災研修会を実施しました。

研修内容
① 奈良地方気象台より講師を招き、市内全小中学校の教職員（校長・教頭）に対し、防災気象情報の解説とその活用方

法について講義を行いました。

② 防災気象情報について学んだ後、過去に避難情報が発令された大雨時の気象情報を基に、各学校区に分かれて防
災マップを用いたグループワークを実施しました。参加者は、児童・生徒の安全を確保するための対応策について話
し合い、各班で結果を発表しました。

取組No 大和川 ２９ 紀の川 ５３ 熊野川 ２９ 木津川 ２２

取組機関 香芝市 連携機関 奈良地方気象台



小中学校や地域を対象とした災害教育の実施

◎取組概要

地域を対象とした水害教育等の実施

〇 日 時 ：①令和6年5月19日（日）②令和6年9月12日（木）③令和6年10月21日（月）
〇 参加機関 ：①平群町 – 光ヶ丘自治会

②平群町 – 平群北小学校
③平群町 – 若井自治会

〇 実施期間 ：随時実施

工夫した点

③ 用語を小学生（4年生48名）にわかる内容に簡単に水害から身を守るための防災学習を実施した

51

取組No 大和川 ２９ 紀の川 ５３ 熊野川 ２９ 木津川 ２２

取組機関 平群町 連携機関 なし



◎取組概要

52

工夫した点

①石川県穴水町での（R6.2.25～R6.3．4）の罹災業務発行業務支援の際、見聞きした現場の状況や被害を受けられ
た方々、職員の方々の苦悩等について、資料を用いて説明

②自助・共助・公助の役割について説明した上で、平時から備えておくべきもの、体制について各地区で考えていただけ
るよう方向付けるように説明

③マイタイムラインの例や備蓄品（災害時に備えておくと便利なもの）等を紹介

町内各地区での防災学習会の実施

〇日 時： ①令和６年６月３０日 ②令和６年７月２１日 ③令和６年９月2３日
〇実施場所： ①轟地区 ②左曽自治会 ③山口自治会
〇内 容：能登半島地震から学ぶ防災対策について

左曽地区における防災学習会の様子

取組No 大和川 ２９ 紀の川 ５３ 熊野川 ２９ 木津川 ２２

取組機関 吉野町 連携機関 なし

小中学校や地域を対象とした災害教育の実施
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防災教育の様子

小中学校や地域を対象とした水災害教育の実施

◎取組概要

五條市では平成２３年９月の紀伊半島大水害を風化させないために、これからの将来を担う子どもたち

へ災害の恐ろしさや災害から学んだ教訓を継承しています。

▼内容

・五條中学校・五條小学校・五條南小学校の生徒を対象に令和６年
８月２７日に災害発生現場で防災教育を実施。

・実際に災害対応を行った元市職員から話を聞き、被災地（五條市
大塔町 宇井地区）を見学。

・自分たちが住んでいる地域を舞台にハザードマップを活用し、マ
イタイムライン作り訓練を実施。

・段ボールベッド等の組立を通した避難所体験を実施。

▼感想等

実際に被災地を視察し、復旧された現在と当時を見比べてもらった。
机上で学習するよりも被害の規模や復旧復興までのイメージが湧き、
より一層の理解を深めれたと思われる。防災教育を受けた学生たちか
らも色々な質問が出て熱心さが伝わってきた。
マイタイムライン作りでは、自宅や学校、避難所を結ぶ経路にどのよう
な危険箇所があるか確認できたことに加え、早めの避難の重要性や事
前にできる取り組みについて学んでもらうことができた。

取組No 大和川 ２９ 紀の川 ５3 熊野川 ２９ 木津川 ２２

取組機関 五條市 連携機関 なし



平時からの住民への周知・教育・訓練に関する取り組み

◎取組概要
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ブルーシート（災害への備え、避難計画）」の作成
全市民作成を目指し、自主防災組織や連合自治会等の防災講話で、当該地域のハザードマップを拡大詳細にして浸水害や土砂災害の

危険を周知し、必要な備えを伝え、それぞれの避難計画を作成する。また、自宅に持ち帰り、家族と話し合って、さらに詳細な避難計画を
家族単位で話し合いしていただく。

◆工夫した点
６４歳以下の市民向けに「ブルーシー

ト」と称して、避難行動要支援者個別避難
計画に合わせてマイタイムライン（個別避
難計画）を作成いただく。将来的に高齢者
などの個別避難計画に移行でき、自分だ
けでなく、家族も巻き込んだ防災意識の
高揚につながる。

◆取り組みによる効果
取組内容の工夫点・課題・留意点

高齢者等の避難行動要支援者に関する個
別避難計画作成が難航する中、若い世代か
らマイタイムライン（個別避難計画）を作成
いただくことで、将来的に高齢者などの個
別避難計画に移行できる。また、自分だけ
でなく、家族も巻き込んだ防災意識の高揚
につながる。

表面 裏面

取組No 大和川 ２９ 紀の川 ５３ 熊野川 ２９ 木津川 ２２

取組機関 奈良県宇陀市 連携機関 なし
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小中学校や地域を対象とした水災害教育の実施

◎取組概要

取組No 大和川 ２９ 紀の川 ５3 熊野川 ２９ 木津川 ２２

取組機関 十津川村 連携機関 なし

防災対策を主題とした地区別懇談会を開催

〇日 時：令和6年7月25日〜10月10日
（地区別に合計9回実施）

〇対象者：全村民
〇内 容：地区防災計画の策定に関する案内、促進

防災倉庫について
防災訓練の実施について

懇談会の様子

工夫した点
➀令和６年能登半島地震の状況について現地で実際に支援を行った職員が当時の状況を説明した。また日向灘の地震
により発表された南海トラフ地震臨時情報から、災害への備えと村での対応について説明し、改めて自助・共助の重要
性について触れ、地区防災計画の策定を促した。
②蓄電池やガス発電機等の展示、紹介
③様々な内容の訓練を例に、防災訓練の実施について呼びかけた。
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小中学校や地域を対象とした水災害教育の実施

◎取組概要

取組No 大和川 ２９ 紀の川 ５3 熊野川 ２９ 木津川 ２２

取組機関 天川村 連携機関 なし

開催日時：令和6年7月8日（月）
対 象 者 : 天川小中学校4年生～9年生
実施内容
天川小中学校4年生～9年生を対象に、天川村で行っている防災対策や避難所の運営等を学習し、 もし
災害が発生し、避難所で生活する状況になった時、自分達ができることは何かを考えるワーク ショップ
を実施しました。



水害リスクの程度に応じた水災害意識啓発の広報（出前講座の実施）

◎取組概要
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【ワークショップの開催】
上牧町では、自分達の命を自分達で守るために、「土砂災害・水害等の地域防

災マップ」を作成しながら、地域の危険な場所を教えあい、話し合い、どうやっ
て避難するかを話し合う場を設け、「土砂災害・水害等の地域防災マップづく
り」を通して自助・共助について考える機会を作り、防災意識の向上を目的とし
たワークショップを開催

上牧町ホームページ（防災ページURL）
https://www.town.kanmaki.nara.jp/life_scene/bousai_syoubou/345.html

防災出前講座の実施

【マップ作り】

【ミニ講座】

取組No 大和川 ３０ 紀の川 ５４ 熊野川 - 木津川 -

取組機関 上牧町 連携機関 奈良県



水害リスクの程度に応じた水災害意識啓発の広報（出前講座の実施）

◎取組概要

工夫した点

①令和3年に作成した町ハザードマップを参加者全員に配布。
改めて自宅周辺の危険区域や避難場所について確認をして
もらった。

②9月5日実施の防災出前講座では、マイ･タイムラインの様式
を配布。その場で、解説を交えながら、参加者にマイ･タイ
ムラインを作成してもらった。

防災出前講座の実施

令和5年度は全国的に水害による被害が多く発生したことから、水害についての
出前講座の依頼が多かった。防災の基本的な内容を中心に、水害・土砂災害の危険
性、避難方法や情報収集の方法など、より具体的な内容で講座を行った。

58

取組No 大和川 ３０ 紀の川 ５４ 熊野川 - 木津川 -

取組機関 大淀町 連携機関 なし



取組No 大和川 ３１ 紀の川 ５５ 熊野川 - 木津川 ２８

取組機関 宮城県、宮城県岩沼市 連携機関 なし
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住民参加型の避難訓練の実施状況、今後の予定等の共有

【出典】宮城県｜住民参加・取組の促進
https://www.pref.miyagi.jp/documents/8132/841934.pdf



住民参加型の避難訓練の実施

◎取組概要
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住民参加型の避難訓練の実施

〇日 時： ①令和６年９月７日

〇参加人数：644名
（うち村民529名、消防団62名、職員53名）

〇実施期間： 毎年実施

【訓練の流れ】
・大型台風の接近により土砂災害警戒情報が発表される。
・全村民対象に避難指示を発令。
・各地区の避難所に避難する。

【成果】
・毎回６～７割の村民が参加し、防災意識の向上に取り
組んでいる。

取組No 大和川 ３１ 紀の川 ５５ 熊野川 - 木津川 ２８

取組機関 川上村 連携機関 警察、消防団



住民参加型の避難訓練の実施

◎取組概要
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指定緊急避難場所「ぬく森の郷」を使った避難所開設・運営訓練の実施
災害発生時の避難所開設を想定し、「避難所の受付と避難誘導訓練」「避難者エリア設定と資器材取り扱い訓練」を実施。

〇日 時 ： 令和６年11月１６日
〇参加者 ： 宇陀市室生地域内のまちづくり協議会役員

様式２

◆工夫した点
避難者が長期化した場合、避難所の運営には市民の協力が不可欠であるため、地域を変えて計画的に訓練を実施する。

◆取り組みによる効果
避難に係る知識の一部を知っていただき、集会所や公民館のような自治会レベルでの自主避難所開設に役立てる。

居住スペース設定 簡易トイレ作成 段ボールベット組み立て パーテーションテントの設営

取組No 大和川 ３１ 紀の川 ５５ 熊野川 - 木津川 ２８

取組機関 宇陀市 連携機関 なし



取組No 大和川 - 紀の川 ５６ 熊野川 30・31 木津川 ２９

取組機関 鳥取県 連携機関 鳥取県内市町村、鳥取県消防学校

62

高齢者福祉部局への協議会等の情報提供や、地区防災計画の作成、
防災リーダー育成の支援など、共助の仕組みの強化

【出典】鳥取市｜令和5年度鳥取県自主防災組織リーダー研修会実施報告書
https://www.nbouka.or.jp/lecture/pdf/2023/report/31tottori_2023.pdf



◎取組概要

取組No 大和川 ３６ 紀の川 ５９ 熊野川 ５４ 木津川 ６４

取組機関 滋賀県 連携機関 なし
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土砂災害警戒区域に関わる現地での周知方法の検討

【出典】滋賀県｜第6回湖東圏域水害・土砂災害に強い地域づくり協議会資料2（令和3年5月31日）
https://www.pref.shiga.lg.jp/file/attachment/5261564.pdf



◎取組概要

取組No 大和川 - 紀の川 ７－２ 熊野川 - 木津川 -

取組機関
中国地方整備局
倉治河川国道事務所

連携機関 なし
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樋門、樋管等の人員等の運用体制の確保

・国土交通省 中国地方整備局 倉治
河川国道事務所では、天神川水系に
おける樋門等の管理・操作を少人数で
実施している。出水時の作業の効率化
を目的に、樋門操作支援ツールが作成
された。支援ツールにより、水位情報
等の情報集約作業が簡略化された他、
作業状況を一元化されたことにより、
複数の樋門等を同時に管理すること
が容易になった。

活用の利点
・アラート機能により、基準水
位の到達を迅速に発見

・作業の省力化が可能
・場所を他わず利用可能

【出典】滋賀県｜河川技術論文集,第 27 巻（令和3年6月）
https://www.jstage.jst.go.jp/article/river/27/0/27_PS3-14/_pdf/-char/ja



◎取組概要

取組No 大和川 １０ 紀の川 １１ 熊野川 - 木津川 -

取組機関 五條市、宇陀市 連携機関 気象庁
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水位周知河川外における発令基準検討

・気象庁が公表するキキクルでは、流
域雨量指数※を用いて洪水災害リスク
の高まりを評価することができる。奈
良県五條市と宇陀市では、このキキク
ルによる洪水災害リスクの評価を参
考に、避難指示の発令を判断している。

キキクルにおける洪水警報の危険度分布
（出典：気象庁ホームページ）

洪水災害リスクの評価基準の要素・設定手法
（出典：気象庁ホームページ）

【出典】洪水キキクル（洪水警報の危険度分布）（国土交通省 気象庁）
https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/bosai/riskmap_flood.html



◎取組概要 「災害を「知る」 - 大和郡山市」

取組No 大和川 - 紀の川 ２０ 熊野川 ２７ 木津川 -

取組機関 大和郡山市 連携機関 －
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改正水防法への理解促進、浸水実績図の公表に向けた仕組みづくり

【出典】大和郡山市HP
https://www.city.yamatokoriyama.lg.jp/material/files/group/5/suigai.pdf

大和郡山市が発行するハザードマップでは、水害編
において浸水実績図を公表している。

市は、「過去の災害に学び、これからの災害に備える
こと」を呼び掛けている。


